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平成１３年度科学技術振興調整費実施要綱・公募要領のポイント

平成１３年４月１９日

文 部 科 学 省

Ⅰ 実施要綱・公募要領について

１ 実施要綱（関係機関への通知）

文部科学省は、「科学技術振興調整費の活用に関する基本方針」等の

総合科学技術会議の決定に沿って、調整費による業務を実施すること等

を明記。また、「平成１３年度の科学技術振興調整費の配分の基本的考

え方」を踏まえ、１３年度からの新規プログラムの基本的事項について

規定。

２ 公募要領（関係機関、関係者等に幅広く配布）

対象分野、費用の目安、選定の基準、提案書類の内容、提案から審査

までの流れ等、提案者に周知すべき事項について、具体的に記述。

Ⅱ １３年度新規プログラムのポイント

１ 優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革

１－１ 戦略的研究拠点育成（１３年度充当予定額 ３０億円）

（１）対象分野は、自然科学全般並びに自然科学と人文・社会科学との融合

領域とする。

（２）育成対象とする機関・組織は、以下の①から③の機関又は当該機関に

おける学部、研究所等の一定の規模の組織とする。

① 国立試験研究機関 ② 大学及び大学共同利用機関

③ 独立行政法人、特殊法人及び認可法人

（３）育成期間は、原則として５年間とする。調整費により充当する１育成

機関あたりの経費は、年間１０億円以内とする。
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１－２ 若手任期付研究員支援（１３年度充当予定額 １０億円）

（１）対象とする研究分野は、自然科学並びに自然科学と人文・社会科学と

の融合領域とする。

（２）対象者は、大学及び国立試験研究機関等（研究開発を行う独立行政法

人を含む。）に所属する法律の規定に基づく任期付研究員のうち、当該

年度当初において３５歳以下の者とする。一人あたりに支給する経費の

目安は、年間５００～１５００万円程度とする。

（３）実施期間は、実施者の任期内とし、５年間を限度とする。

１－３ 科学技術政策提言（１３年度充当予定額 ２億円）

（１）国家的・社会的な観点から重要と考えられる課題を対象とする。

NGO（２）実施者は、国内の産学官の研究開発機関、調査機関、学協会、

等の機関が中心となって構成されるグループとする。

（３）実施期間は、１年間ないし２年間とする。１課題あたりに支給する経

費の目安は、年間３千万円程度とする。

２ 将来性の見込まれる分野・領域への戦略的対応等

２－１ 先導的研究等の推進（１３年度充当予定額 ３９億円）

（１）公募を実施するのは、以下の研究等とする（（ ）内は、１課題あた

り年間に支給する経費の目安）。

① 潜在的可能性を有する萌芽的な研究開発（上限１億円程度）

② 地域の特性を生かした先導的な研究開発（０．５～２億円程度）

③ 知的基盤の整備のうち先導的なもの（３～５億円程度）

④ 自然科学と人文・社会科学とを総合した先導的な研究開発（０．５

～２億円程度）



- 3 -

（２）対象機関・組織は国内の産学官の研究開発機関全般とする。

（３）実施期間は、原則として３年間とする。

２－２ 新興分野人材養成（１３年度充当予定額 ９．１億円）

（１）以下の領域の研究者養成を目的とする人材養成ユニットの開設及び運

営とする。

① バイオインフォマティクス（システム生物学を含む。）

② 基盤的ソフトウエア（計算科学、高信頼化技法等）

（２）対象機関・組織は、以下のうち、研究者の養成を業務とする機関・組

織とする。

① 国立試験研究機関 ② 大学及び大学共同利用機関

③ 独立行政法人及び特殊法人

（３）実施期間は、原則として５年間とする。１ユニットあたりに支給する

経費の目安は、年間１～２億円程度とする。

３ 科学技術活動の国際化の推進

我が国の国際的ﾘｰﾀﾞ ｰ ｼ ｯ ﾌ ﾟの確保（１３年度充当予定額３億円）３－１

、 、 。（１）対象となる課題等は 国際会議 国際的なフォーラムの開催等とする

NGO（２）対象者は、国内の産学官の研究開発機関、行政機関、学協会、

等の機関を中心として構成されるグループとする。

（３）実施期間は、３年間を限度とする。１課題あたりに支給する経費の目

安は、年間１～５千万円程度とする。


